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本日の内容

1. DXの現状

2. 情報産業の現状

3. DXビジネス推進の方向性

4. 変革の鍵は「DX人材」

5. DX人材育成のための「環境」をつくる



DXの現状



• 「デジタル技術が生活のあらゆる面にもたらす、あるいは影響
を与える変化」（エリック・ストルターマン,2004）

 「ITを受け入れることが、私達が対処できないあるいは本当に望んで
いない生活様式に追いやられる恐れもある」※

• 「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタ
ル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービ
ス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組
織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確
立すること」（経済産業省（DXガイドライン））

DX(Digital Transformation)

※”Information Technology and Good Life”,2004



省力化 付加価値化
目的

バックエンド業務

フロント業務

対象

従来のIT領域

新しいIT領域

デジタル技術で
新しいビジネスを

創造する

デジタル技術の指数関数的発展により、既存ビジネスの省力化に留まらず、新しいビジネ
ス創造が可能になった。これがDX推進の必要性につながった。

デジタル技術の発展



7割程度の企業がDXへ取り組んではいるが、その推進度合いは頭打ち傾向にある

※日本情報システムユーザー協会 企業IT動向調査2021
「デジタル化への取り組み状況」

DXへの取り組み状況



既存ビジネスの単純自動化、高度化がその多くを占めており、新しいサービスの創造
革新を目指す取り組みは、企業規模の大小を問わずまだまだ少ない

※日本情報システムユーザー協会 企業IT動向調査2021
「デジタル化への取り組み状況」

DXの実施レベル

実施レベル
A.商品・サービスの

デジタル化
B.プロセスのデジタル化

1.単純自動化
ネットショップやWebチャネ
ルによる顧客へのサービスの
自動化等

RPAなどのツール活用による
単純作業、手作業の自動化等

2.高度化
既存商品のIoT化やAI搭載、
データアナリティクスを活用
した既存サービスの高度化等

AI、アナリティクス、IoTなど
の最新技術を活用した既存業
務プロセスの自動化・高度
化・改革等

3.創造・革新

AI、データアナリティクス、
IoTなどの最新技術を活用しな
いと存在し得なかった新規商
品・サービスの創造等

AI、データアナリティクス、
IoTなどの最新技術を活用し
ないとできなかったこれまで
にない業務革新（プロセスの
創造等）



日本でDXに取り組んでいる企業は約５６％。これに対し、米国では既に約７９％の企業が取り組んでい
る。特に、全社戦略に基づいて取り組んでいるかどうかが大きな違い。

※DX白書2021（IPA）

DXの取り組みに関する日米格差
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デジタル技術は活用されている

• テレワーク：

 2020年4月の時点でテレワーク/リモートワークに取り組んでいる企業は約4割。2020年1月までと
比べて、2020年4月の時点で企業数で2倍以上に増加。特に「ほぼ毎日」利用している人数は、約12
倍に急増している（NTTデータ経営研究所調べ）

• オンライン診療：

 従来認められていなかった、オンライン診療は、今般コロナ対策として時限的に規制緩和された。
全国の13.2％にあたる14,500以上の医療機関において対応中（第8回経済財政諮問会議資料）

• オンライン教育：

 一斉休校時の学習のサポートとして、全国の高専および大学の約80％においてオンライン授業等が
実施されている

 しかし、公立の小中学校においては、授業動画は22～23％、同時双方向のオンライン指導は8～10
％にとどまっている（文部科学省資料※）

“STAY HOME”環境の中、デジタル技術を活用した「非対面・非接触活動」は活
発に行われている

※「新規コロナウイルス感染症の影響を踏まえた公立学校における学習指導等に関する状況について」（文部科学省,2020.6）
※「新規コロナウイルス感染症の状況を踏まえた大学等の授業の実施状況」（文部科学省,2020.7）
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テレワークへの
取り組み状況

※「働き方改革とテレワーク／リモートワー
クの取り組み状況」NTTデータ経営研究
所調査による（2020年4月時点）

コロナ禍をトリガーに（2020
年2月以降）急速にテレワーク
は普及しつつある
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コロナ禍における企業のIT投資見通し

※企業IT動向調査2021(2020年度調査）～第１回緊急実態調査結果～(JUAS,20200730)

今般のコロナ禍の中、半分以上のユーザ企業は自社売り上げが減少する見通しだと回答している。
一方、IT投資は３５％程度の企業が減少させると答えているものの「この環境だからこそIT投資
を増加させたい」と意欲を持つ企業も18％程度存在している



情報産業の現状
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コロナ禍で行った取り組み
「セキュリティ強化」や「ネットワーク増強」は、以前から実施していた企業とコロナ禍で実施
した企業とが混在している。また、今般実施し始めた企業が多いのは「営業活動・採用活動・人
材育成のオンライン化」。一方「客先常駐に変わる新しいビジネスモデルの模索」を考えている
企業は、まだ限定的。

※情報サービス産業白書2021（「情報サービス産業におけるコロナ禍の影響調査」）（情報サービス産業協会,2021.7）

【図表省略】



コロナ禍への不安・課題認識

「新規案件の減少」、「既存案件の中止・延期・縮小」、「営業機会の減少」に対し強く不安を
抱いている。「客先常駐ビジネスの維持」への不安は限定的である。また、「生産性低下」「品
質低下」に対する不安はあまり感じていない。

※情報サービス産業白書2021（「情報サービス産業におけるコロナ禍の影響調査」）（情報サービス産業協会,2021.7）

【図表省略】



コロナ禍への期待と可能性認識

「働き方改革」、「自社・業界におけるDXの進展」だけでなく、「顧客企業におけるDXの需要
増加」「オンライン化ニーズの顕在化」等、市場拡大への期待感は大きい。

※情報サービス産業白書2021（「情報サービス産業におけるコロナ禍の影響調査」）（情報サービス産業協会,2021.7）

【図表省略】



DXビジネス推進の方向性
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ITサービス市場の変容

近い将来、新しいデジタル市場が主流に変容していく可能性が高い

※経済産業省「『第4次産業革命スキル習得講座認定制度（仮称）』について（報告）」（2017.6）をもとにみずほ情報総研作成
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ビジネスモデル変革が必要（1/2）

• ベンダ企業は、ハードウェア、ソフトウェア、ネットワークをまとめて「完成
した製造物」としてユーザ企業に納めてきた

• SEが少なかった時代、ベンダ企業に人材を集め、経験を積ませて育成するこ
とは社会全体から見て効率的

• 日本の製造業品質は世界屈指。ベンダ企業のソフトウェア品質も十分高かった

• 「既存ビジネスの省力化」が、情報システムの主目的。ユーザ企業が明確な仕
様を提示することは容易であり、外注しやすい

• ユーザ企業が、SE人材のコストを定常的に抱えないために、外注は合理的オ
プション

現状の受託型SIというビジネスモデルがなぜ生まれたのか、そしてなぜ変革しなければならない
のかを認識する必要がある

情報システムは「製造物」である

今まで

社会全体として、ゼロから情報システムを導入する時代には
このモデルが有効だった
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ビジネスモデル変革が必要（2/2）

• DXにおいて、最終的なゴールを事前に規定することは、ほぼ不可能である

 最初から理想のサービスを構築することは困難。顧客の反応を見て、試行錯誤
しながらよりよいサービスに少しずつ近づけていくしかない

 サービス開始に伴うリスクについても、立ち上げ以前に全て把握して、対応す
ることはできない

• 不確実性の高い環境下で、情報システムは臨機応変かつ極めてスピーディに変化さ
せていく必要がある

• だから外注がしにくい。あるいは外注だと時間的に間に合わない。（なので、ユー
ザ企業において内製指向が生まれる）

情報システムは「育てるもの」である

これから

全く新しいビジネスモデルの検討が必要



ユーザ企業の変革度合い

DXビジネスポートフォリオ

既存事業への支援 新規事業への支援

情
報
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
変
革
度
合
い

新
規
事
業

既
存
事
業
（
受
託
開
発
）

A)ユーザ企業の価値を
高める

【自社DX】

D)ユーザ企業と共に持続
的に事業を成り立たせる

B)ユーザ企業の新しい
価値を探索する

C)事業主体として自社
事業を成り立たせる

【従来型SI】

【共創DX】

【DX推進支援】

情報サービス事業者が行うビジネスに関するセグメントとして、「情報サービス事業者の変革度
合い」と「ユーザ企業の変革度合い」の二軸からなる「DXビジネスポートフォリオ」を設定する。

※情報サービス産業白書2021（情報サービス産業協会,2021.7）



ユーザ企業の変革度合い

DXビジネス推進に向けて

既存事業への支援 新規事業への支援

情
報
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
変
革
度
合
い

新
規
事
業

既
存
事
業
（
受
託
開
発
）

A)ユーザ企業の価値を
高める

【自社DX】

D)ユーザ企業と共に持続
的に事業を成り立たせる

B)ユーザ企業の新しい
価値を探索する

C)事業主体として自社
事業を成り立たせる

【従来型SI】

【共創DX】

【DX推進支援】

「従来型SI」のみのビジネスから、DXビジネスへとポートフォリオを早急に拡大していく必要が
ある。

※情報サービス産業白書2021（情報サービス産業協会,2021.7）



自社DX



ユーザ企業の変革度合い

DXビジネスポートフォリオ

既存事業への支援 新規事業への支援

情
報
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
変
革
度
合
い

新
規
事
業

既
存
事
業
（
受
託
開
発
）

A)ユーザ企業の価値を
高める

【自社DX】

D)ユーザ企業と共に持続
的に事業を成り立たせる

B)ユーザ企業の新しい
価値を探索する

C)事業主体として自社
事業を成り立たせる

【従来型SI】

【共創DX】

【DX推進支援】

• 「ベンダ企業が自ら
DXビジネスを立ち上
げ、ビジネス主体に
なる」

• プラットフォーム構
築等
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新しいサービスをデジタルでつくる

• コロナ禍で米国を中心に「K字型回復」という言葉
が使われ始めている

• GAFAに代表されるデジタルビジネス企業のみが急
激に業績や株価を上げていき、その他の業種は下降
しつづけるという二極化現象

• 新しいデジタルビジネスの模索はあらゆる業種で必
要不可欠なチャレンジになる

 市場ニーズは「既存のモノ」の効率化でなく
「新しいコト」の創造

 デジタル技術はサービス創造の武器

 加えてコロナ禍での非対面・非接触ニーズ

• 株主等のステークホルダーは、企業に足元の業績低
下の理由ではなく、これから目指そうとしている新
しいビジネスモデルを求めている

一部の企業のみ
が急激に回復

他は落ち込み
続ける
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社会的逆境がイノベーションをつくる

• 社会的逆境がイノベーションを創出することは歴史的によくある現象

 1907年の世界恐慌におけるT型フォードをはじめとする大量生産技術の発明

 2008年のリーマンショックにおけるフィンテック企業群の登場

 1665年ペストの大流行時の、ニュートンによる万有引力の法則等の発見

• 大学休校時に実家に身を寄せていた2年間（「創造的休暇」）

• 確かに日本企業は新しいサービス創造が苦手だと言われていた。成熟しきったビジネスの中で
新しい課題を発見することは難しかったかもしれない

• しかし、新型コロナによって環境は一変した。明確でかつ世界共通的な新しい社会課題が目の
前に山積している。これほど新しいサービスを考えるのに適した時代はない

目の前にある社会課題を解決する、新しいデジタルビジネス創造にチャレンジすべき



DX推進支援



ユーザ企業の変革度合い

DXビジネスポートフォリオ

既存事業への支援 新規事業への支援

情
報
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
変
革
度
合
い

新
規
事
業

既
存
事
業
（
受
託
開
発
）

A)ユーザ企業の価値を
高める

【自社DX】

D)ユーザ企業と共に持続
的に事業を成り立たせる

B)ユーザ企業の新しい
価値を探索する

C)事業主体として自社
事業を成り立たせる

【従来型SI】

【共創DX】

【DX推進支援】

• 「システム開発の請負
に留まらず、総合的に
ユーザ企業のDX推進を
支援・伴走する」

• コンサルティングビジ
ネスといっていい
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デジタル技術活用上の課題が顕在化

• 法制度や業務プロセスがまだまだ紙ベース・対面ベースである

 テレワーク中、ハンコを押すためだけに出社

 感染者モニタリングにおいて、FAXが一部使われており、報告漏れ、重複集計が発生

 電子申請を使っても給付金が届くまでにかなりの日数がかかっている

• デジタル・リテラシーの問題が浮上

 SNSによってデマが拡散（インフォデミック）。医療用品の高額ネット転売も横行

• 感染者・感染経路把握に向けて、公衆衛生とプライバシー保護とのバランスに関する議論が起
こっている

 COCOAはプライバシーを重視。一方、中国では感染者の動線情報なども把握・公開

• ワクチン接種管理業務を支援するシステムが複数開発されたが、連携が取れていない

 ワクチン関連（V-SYS／VRS）、感染状況把握（NESID／HER-SYS等）、医療現場支援（EMIS／
G-MIS）

コロナ禍においてデジタル技術は役に立ったが、一方で社会全体として様々な課
題も顕在化した。その多くは、技術そのものではなくそれ以外の要素である。



技術だけではその技術の持つ本当の効果は創出できない。産業革命においても効果創出
までに遅延（Delay）が起こっている

技術を導入するだけでは効果は生まれない

•ワットの蒸気機関：1712年～
•第１次産業革命：「動力の獲得」
•実際に経済成長するまで …
•効果はＴＦＴ（全要素生産性）が
２倍に

第１次産業革命

•グラムの発電機：1871年～
•第２次産業革命：「動力の革新」
実際に経済成長するまで …

•ＴＦＴが５倍に

第２次産業革命



技術を活用するための「しくみ」

•工場の構築

•工員の育成

•工員の組織管理

「ＤＸ推進支援」は、デジタル技術を活用するために必要不可欠な「しくみ」を構築
する支援を行うビジネス。
「しくみ」を取得するのに手間はかかるが、企業にとって差異化の源泉になり得る。

【図表省略】
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（参考）DX推進指標の全体像



32

（参考）先行企業と非先行企業の差異（1/2）

2020年の日本企業におけるDX先行企業は、全体の8.6％。2019年から増加はしているが、まだ企
業全体の９割は「未着手（レベル０）」から「一部での戦略的実施（レベル２）」に留まっている

※DX推進指標自己診断結果分析レポート（IPA,2020）

自己診断結果提出企業の「現在」全項目平均値の分布

31.5%

45.6%

18.5%

4.0%

0.4%

30.5%

38.0%

23.0%

7.9%

0.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

0以上1未満

1以上2未満

2以上3未満

3以上4未満

4以上5以下

2020年 2019年

先行企業（部門横断的推進～持続的実施（レベル３～））

非先行企業（未着手～一部での
戦略的実施（レベル0～2））
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（参考）先行企業と非先行企業の差異（2/2）

全指標 経営視点指標 IT視点指標

先行企業 3.45 3.54 3.35

非先行企業 1.43 1.32 1.56

（差分） 2.02 2.22 1.79

• 先行企業は、「経営視点指標」
は「IT視点指標」より若干評価
は高い。一方、非先行企業は、
「経営視点指標」の方が「IT視
点指標」より低い評価

• また、先行企業と非先行企業を
比較すると、その差分は「経営
視点指標」の方がかなり大きい

• つまり、経営視点指標の方が向
上させるためのハードルが高い
が、それは企業にとっての差異
化の源泉になる

＜

＞

※DX推進指標自己診断結果分析レポート（IPA,2020）



共創DX



ユーザ企業の変革度合い

DXビジネスポートフォリオ

既存事業への支援 新規事業への支援

情
報
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
変
革
度
合
い

新
規
事
業

既
存
事
業
（
受
託
開
発
）

A)ユーザ企業の価値を
高める

【自社DX】

D)ユーザ企業と共に持続
的に事業を成り立たせる

B)ユーザ企業の新しい
価値を探索する

C)事業主体として自社
事業を成り立たせる

【従来型SI】

【共創DX】

【DX推進支援】

• 「ベンダ企業がユーザ
企業と共同でDXビジネ
スを立ち上げる」

• 両者は受委託の関係で
はなく、ビジネスパー
トナーとなる

• 共同事業会社の設立も
ひとつの形態



共創DXのメリットと留意点

• 「共創DX」には大きなメリットが存在する

 「顧客接点が手に入る」

• ほぼB2Bビジネスのみ行ってきたベンダ企業が、B2Cビジネスを行っているユーザ企業と
組むことによって、最終消費者との接点を手に入れることができる

• 最終消費者の現状をリアルタイムで補足でき、変化の萌芽をつかむことができる。これ
は、新規サービス創造の有力な手掛かりになる

 「イノベーション創出の可能性を向上できる」

• 自社ではない他企業と組むことによって、従来の常識を打ち破れる新しい価値観を取得で
きる可能性がある

• 一方、「共創DX」を健全に推進していくためには、留意すべきポイントも存在する

 どの企業とでも組めればよいわけではない。選択的に取り組むべき戦略オプション

 逆に、優良なユーザ企業と組んでもらうためには、ベンダ企業は「差し出すべき強み」を明確
に見せなければならない（でないとお呼びがかからない）

• 「共創DX」はあくまで互いに「イコールパートナー」であることが大前提。受け身の姿
勢では成果は生まれない



変革の鍵は「DX人材」
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DX人材に求める知識・能力

テクノロジー ビジネス

デザイン

デジタル技術に
関する活用能力

DX人材に必要な知識・能力は、「ビジネス」 「テクノロジー」「デザイン」の３領域というのが共通的な認識。目指
すべきDXビジネスの方向性によってもウェイトは変わるが、対象は専門職ではなくすべての人材

課題発見と解決に
向けたサービス

創造能力

ビジネス変革に
関する能力
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課題を発見する力（1/2）

• 新しいデジタルサービス・ビジネスを創出するた
めには、与えられた課題を解決するための力より
も、解くべき課題を発見することの方が重要

• 課題発見の起点になるのは「現場」。現場に出向
きそこで生活している人の気持ちに共感すること
から課題は見いだせる。

 いわゆる「デザイン思考」の習得が必要

• また、先行き不透明な環境であっても、データを
活用し変化の兆しを見出すことからも、「解くべ
き課題」の発見につながる可能性もある。

 「データサイエンス」は基礎的な能力として
必要

※スタンフォード大学（d.school）のデザイン思考の定義をベースに作成
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課題を発見する力（2/2）

• ただし、今後、解くべき課題の多くは、「ウィキッド・プロブレム：Wicked problem」、定
義するのが困難な「厄介な課題」であることに注意が必要

① Simple problem：「解くのが容易」（課題も解決策も明確）

 （例）マニュアルを作成する

② Complex problem：「解くのが困難」（課題も解決策も初めはわからないが、時間をか
ければ論理的に正しい答えが導ける）

 （例）人間を月に送る

③ Wicked problem：「定義するのが困難」（課題も解決策も不明確で、定義しようとする
間に変化していく）

 （例）子供を育てていく

• 「ウィキッド・プロブレム」は、正解のない、論理では決められない課題。これを解くには、
本人の意志が必要になる

※松波 晴人大阪大学特任教授資料をベースに作成
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（参考）ビジョン構築力
デジタル時代においても、組織リーダーが持つべきスキルは必ずしも「テクノロジーの理解」が
最上位ではない。「変革的ビジョン」「前向きであること（明確なビジョン）」などが重要。見
えない未来に対して向かうべき方向性を、自らの力で指し示す人材が望まれている

※「DX経営戦略」（2020）

「デジタルワークプレイスで成功するために組織のリーダーがもつべきスキルの中で最も重要なものは」

22％

20％
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試行錯誤する力

• 日本企業のマネジメントは「逐次的なプロセス」が中心であり、それを確実にこなしていく
資質を人材に求めてきた

 決められた手順に則って計画を策定し、予定通りこなしながら完成させるプロセス

• しかし、正解のない課題に対して必要になるのは、「試行錯誤しながら少しずつよりよい解
答を追い続ける」ことができる力

 新規サービス創造において、最初から最高のものは計画できないし作れない

 成功しているデジタルビジネスには、顧客の反応を見ながら、より良いサービスに向けてアップ
デートし続けているものが多い

• さらに、従来のような「事前にすべてのリスクを洗い出し対策する」アプローチも今後はあ
きらめるしかない。これも試行錯誤が必要な理由になる

 新しいデジタルサービスには、市場に出してみないとわからないリスクが多く含まれてくる（法制
度上のグレイゾーン／社会的受容性によるリスク）



DX人材育成のための「環境」をつくる



© 2019 NTT DATA INSTITUTE OF MANAGEMENT CONSULTING, Inc. 44

リスキル環境を整備する

• DX人材の育成を加速させるためには、従業員個々人の取り組みだけではなく、組織とし
て「育ちやすい環境（潰さない環境）」をつくりだすことが重要

• まずはリスキル環境を整えることが必須

 経営戦略の方向性と合致した人材像と必要スキルの明確化

 モチベーションの高い人材に対し、制限なくリスキルするための環境を提供する

• 時間や勤務場所を越えたオンライン教育

• 社内外の広範なコンテンツの提供と継続的な刷新

 机上だけでなく「実践的な学びの場」の提供も必須

• PBL・ケーススタディ

• 異動・出向も含めた実践機会の提供

• 企業を越えた人材交流

 個々人の研修経験・実践経験の見える化



「リスキル」の重要性を認識する

従業員のリスキルは、世界中の企業にとって重要な経営課題になりつつある。そしてDX人
材育成はその中でも中心的テーマになっている

デジタル時代に向けた
リスキルは、企業の義
務と見なされつつある

• 世界経済フォーラム(ダ
ボス会議）で「リスキ
ル推進」が宣言
（2020）

• 米国中心に大企業がリ
スキルに乗り出してい
る(AT&T、Amazon、
microsoft等）

優秀な人材確保のため
には内部人材育成の方
が合理的

• 外部調達しようにも優
秀な人材は少ないし、
採用しても在籍期間は
必ずしも長くはない

• 内部人材の育成の方が、
結局コスパがよく、企
業文化維持にもつなが
る

優秀な人材に継続的に
在籍してもらうために
もリスキル環境の整備
が有効

• リスキル機会が十分あ
る企業は、従業員に
とって魅力的である



© 2019 NTT DATA INSTITUTE OF MANAGEMENT CONSULTING, Inc.

（参考）リスキル環境は離職を防ぐ

※「DX経営戦略」（三谷監訳,2020）

デジタル環境で必要となるスキル取得機会が会社から与えられた環境では、従業員のエンゲージ
メントは向上し、離職希望者は大きく減少する

デジタルトレンドを考慮して1年に満たないうちに会社を辞めようと考えている回答者の割合
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試行錯誤のための「失敗の容認」

• DX推進のためには試行錯誤できる力が必要。そして試行錯誤とは、失敗を認め続けるこ
と。組織として「失敗を容認する」環境の整備が必要になる

• 「失敗を容認」する環境の重要性は、様々なところで言われていること

 DX推進指標：「挑戦を促し失敗から学ぶプロセスをスピーディーに実行し、継続できる仕組みが
構築できているか。」

 価値創造マネジメントに関する行動指針（抜粋）：「価値創造活動においては、小さく早く失敗
し、挑戦の経験値を増やしながら、組織文化の変革に取り組む」

• しかし、現代日本でこれができる環境をつくることは容易ではない

 大企業や行政機関などで散見される「無謬性」（絶対に誤ったことは行わない。正しいことしか行
わない。誤った後のことは想定しない）から脱却できるか

 失敗を容認することに対して、当人のマインドセットを切り替えるだけでなく、失敗してもマイナ
ス評価につなげないこと、あるいは周囲が「失敗」を責めないことできるか

※「日本企業における価値創造マネジメントに関する行動指針～イノベーション・マネジメントシステムの
ガイダンス規格（ISO56002）を踏まえた手引書～」（経済産業省イノベーション100委員会,2019）
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（参考）成功・失敗の共有しやすい組織

出所：「DX経営戦略」（2020）

デジタル成熟度レベルが高い企業ほど、成功・失敗に関わらず組織内に情報を展開・共有する傾
向が強い

私の組織のリーダーは、失敗した実験結果を、組
織の学習を高める建設的な方法で共有する
（「非常にそう思う」「そう思う」と回答した割合）

私の組織はDXを全組織に推進するために、成功した構
想を展開する
（「非常にそう思う」「そう思う」と回答した割合）

デジタル成熟度の高い企業は、「心理的安全性（Psychological Safety）が高いとも解釈できる。
（心理的安全性：一人ひとりが恐怖や不安を感じることなく、安心して発言・行動できる状態（エイミー・C・エドモンドソン））

70％

56％



「失敗の容認」のルール化

• 例えばスケートボード競技では、RUN２回、BEST TRICK5回のうち高得点４回のみがスコア対象になる。すなわ
ち、3回の失敗はルールとして確実に容認される。

• また、審査においては「新しいことへの挑戦を尊ぶ」という明確な評価基準が存在する

WORLD SKATE GENERAL JUDGING CRITERIA

1. Difficulty and Variety of Performed Tricks

（実行されるトリックの難易度と多様性）

2. Quality of Execution

（実行のクオリティ）

3. Use of Course and Individual Obstacles

（コースや障害物の使い方）

4. Flow and Consistency

（流れと調和）

5. Repetition

（繰り返し）

※http://www.worldskate.org/skateboarding/about/regulations.html

「失敗の容認」できる環境をつくるためには、研修等のソフトなアプローチだけではなく、目指すべ
き文化を踏まえた「ルール整備」も合わせて実施していく必要があるのではないか

【図表省略】



静穏な過去に適用したドグマ（教義）は
乱気流渦巻く将来には機能しない

Abraham Lincoln



Thanks for your attention !


